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●首都圏（1都3県） 

旺盛な買い需要に支えられて分譲戸数が増加した。2021 年は首都圏全体では 41,409 戸が供給され、前

年比＋7.2％（＋2,785 戸）増加した。首都圏全体では 2 年ぶりに 4 万戸台を回復したものの、2019 年の分

譲戸数自体が低い水準にあったため、長い視点で見ると新築マンションの分譲戸数が増加する傾向にあ

るとは言えない。東京都は 23,823 戸で前年比＋3.2％、神奈川県は 10,241 戸で＋35.3％増加した。埼玉県

は 3,426 戸で－6.8％、千葉県は 3,919 戸で－8.6％と減少しており、立地選別がコロナ前の傾向に戻った。 

●近畿圏（2府4県） 

2021 年は近畿圏全体では 18,966 戸で、前年比＋14.1％（＋2,339 戸）と大きく増加した。大阪府は 10,466

戸で＋3.2％、兵庫県は 5,099 戸で＋46.7％、京都府は 2,344 戸で＋34.6％となった。その他の県では奈良

県が 255 戸で－46.0％、和歌山県が 118 戸で－49.1％と共に大きく減少する中、滋賀県は 684 戸で

＋21.3％と大きく増加した。大阪市内のタワーマンション供給は継続して行われたが、2021 年は兵庫県、

京都府、滋賀県の増加が際立った。 

●中部圏（東海4県） 

2021 年は中部圏全体では 7,230 戸で、前年比－2.1％（－152 戸）と僅かに減少した。愛知県は 6,058 戸で

－2.4％、岐阜県は 416 戸で－0.2％、三重県は 253 戸で－13.4％、静岡県は 503 戸で＋7.9％となり、岐阜

県はほぼ横ばい、三重県は減少、静岡県は増加した。中部圏の戸数減少は愛知県の減少によるところが

大きく、慢性的な用地取得難とマンション価格上昇で名古屋市中心部での新規供給が減少した。 

東京カンテイ 「マンションデータ白書 2021」発表  

2021 年の新築マンション分譲戸数 全国は＋8.7％の 85,296 戸 首都圏は＋7.2％の 41,409 戸と 3 年ぶりに増加    

近畿圏は＋14.1％と大きく増加 一方中部圏は－2.1％と大都市圏で唯一の減少 地方圏も増加地域が増える  


